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1 はじめに

1.1 公共財の生産と公共資本

本稿の目的は，公共資本を公共財の固定的生産要素としてとらえ，両者を同

時に変数として含む動学モデルによって，公共財と公共資本の最適配分条件を

検討することにある。

周知の如<'公共財の最適供給に関する研究の多くは， Samuelsonがその一

連の論文⑬〕，〔 9〕, 〔10〕においておこなった公共財の定式化に基礎をおいて

いる。 Samuelson⑬〕は，公共財を，すべての人々によって等量消費される財

と定義し，

s=s1=s2=・・・=Sn
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という関係式によってこれを定式化した。ここに S は n人の個人から成る社

会全体の供給量を， si(i=l, 2, …n)は第 i個人の消費量をそれぞれあらわ

している。もちろん，こうした等量消費がおこなわれるためには，その財が消

費の非排除性や非競合性といった性質をもっていることが必要である。このよ >

うに定義される公共財の例として，われわれは一般道路や公園などのサービス

をあげることができる。ここでとくに注意すべきことは，公共財とは，道路施

設や公園施設といったストックそのものを指しているのではなく，そうしたス

トックからひきだされる道路サービスや公園サービスを意味しているというこ

とである。われわれが実際に消費する公共財は，まさにこうしたサービスに他 ：＇ 

ならない。公共財の例として有形の財貨をあげることは，主として公共財のも

つ消費の非競合性のために，きわめて困難であると思われる。

いま，公共財の例として警察による治安サービスを考えてみよう。警察とい

う行政機関は，警察署等の建物やパトロールカーといった設備，警察官その他

の労働者等々によって構成されている。そしてこれらの要素の結合によって治

安サービスが産み出され，それをわれわれが消費している。したがって，治安

サービスという公共財は，警察署や各種設備などの固定的要素と警察官の労働

といった可変的要素とから産出される生産物であると考えることができる。容

易に確認されるように，治安サービスについてのこうした解釈は， 国防，消

防，公衆衛生，初等教育等々の通常公共財と考えられているすべてのサービス

について適用可能である。ところで，この場合，治安サービスにおける警察署

等の施設や公衆衛生サービスにおけるゴミ処理場・ゴミ回収車といった公共財

の固定的要素は，通常われわれが公共資本と呼んでいるものに他ならない。こ

こに公共資本は，公共財というサービスを産み出す固定的要素として理解され

る。したがって，われわれは一般に公共財を，固定的要素たる公共資本に労働

その他の可変的要素を結合させることによってもたらされる生産物であるとみ

なすことができる1)。

このように考えてくると，公共財の最適供給についての分析をおこなうに

は，公共財の生産要素としての公共資本や労働などが変数として導入されてい

なければならない。そして，そのためには，固定的生産要素としての公共資本
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の変化を許す動学モデルが必要となる。ところが， Samuelsonの一連の分析

〔幻，〔9〕,〔10〕は時間を含まない静学モデルによるものであり，したがって

私的財，公共財を問わず固定的生産要素の大きさは所与とされている。すなわ

ち， Samuelsonは，公共資本の規模を所与として，もっぱら公共財の最適供給

条件の分析をおこなったのである。 これに対し， Arrow⑫〕に代表される新

古典派の公共投資論は，公共資本の規模とそれからもたらされる公共財の量と

のあいだに固定的な関係があるという暗黙の仮定の下で， 1財経済における公

共資本の最適蓄積条件に注目する。公共資本と公共財とのあいだの固定的関係

の仮定は分析の簡単化のためには有益なものである。しかし，上述したことか

らも明らかなように，実際には，公共資本が一定であっても労働等の可変的要

素の変化により公共財の供給水準は変わると考えられる。

このように従来の分析では，公共財とその生産要素としての公共資本や労働

を同時に変数とするような取り扱いはおこなわれてこなかった。このような取

り扱いの必要性はすでに述べたとおりである。そこで本稿では，公共財とその

生産要素を変数として含む動学モデルを設定し，公共財の最適供給条件と共に

公共資本の最適蓄積条件をもあわせて検討したい。

1.2 公共消費財と公共生産財

ところで，最初に示した公共財の定式化からも明らかなように， Samuelson

が分析の対象にしていた公共財は，もっぱら消費目的にのみ使用される「共同

消費財」 (collectiveconsumption goods) あるいは「公共消費財」 (public

cbnsumption goods)であった。これに対し，燈台や科学技術，輸送施設など

のサービスは，多くの企業の生産関数の中に要素投入として同時に入ってくる

という意味で一種の公共財と考えることができる。そこでわれわれは，このよ

うな公共財を「公共生産財」 (publicproduction goods)と呼ぶことにしよう。

Kaizuka口〕および Sandmo(ll〕はこうした生産財として使用される公共財

を取り上げ， Samuelsonの分析の生産面への拡張をおこなっている。われわれ

はこれら 2つのタイプの公共財を分析の対象としたい。そこで公共財の類型に

関してつぎのような定式化をおこなう。
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社会は n人の個人から構成され， m個の生産単位が存在するとしよう。ゎ

れわれは公共消費財を， Samuelsonにならって，

S=S1=S2=•••=Sn 

によって定義する。これに対し，

S=sn+l=sn_+2= ••• =sn+m 

を満たす財を公共生産財と呼ぶことにしよう。ただし sn+j(j=l, 2, …m)は

第 j生産単位の投入量を示している。われわれは公共消費財であると同時に公

共生産財であるような公共財―生産・消費型公共財ーーを想定することがで

きる。たとえば道路サービスなどがそうである。この生産・消費型公共財は，

s=s1=・・・ =sn=s正 1=••• =sn+m 

によって定式化される。われわれは，次節以降の分析において，このタイプの

公共財を取り扱う。生産・消費型公共財に関する分析は，公共消費財の分析お

よび公共生産財に関する分析の両方を特殊ケースとして含んでいる。

ところで，上のように公共財を分類すれば，これにともなって，公共財の固

定的生産要素である公共資本もまた類別される。われわれは，公共消費財，公

共生産財および生産・消費型公共財をもたらす公共資本をそれぞれ消費型公共

資本，生産型公共資本および生産・消費型公共資本と呼ぶことにする。新古典

派の公共投資論では， Arrow〔幻， Okunoand Yakita 〔釘， Pestiea瓜6〕およ

び Pestieauand Possenげ〕が生産型公共資本の最適蓄積条件を検討してお

り，拙稿〔1〕,Arrow and Kurz 〔いは生産・消費型公共資本を分析の対象に

している。もちろん，生産，消費型公共資本の分析は，消費型公共資本および

生産型公共資本の両方の分析を含んでいる。われわれの分析では，生産・消費

型の公共財および公共資本が取り扱われる。

本稿の構成はつぎのとおりである。次節では，まず2.1で，公共財と公共資

本を同時に変数として含む2期間モデルが設定される。そして， 2.2で，集権

的経済の想定の下に，社会的厚生を最大にするような配分条件を導出する。こ

の動学的最適配分条件の検討は， 2.3において詳細におこなわれる。第3節は

分権的競争経済における最適条件の分析にあてられる。われわれは，一括課税

を導入することによって，分権的競争経済においても，第2節で得られた動学
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的最適配分条件が達成されることを示すであろう。

本稿において得られる主たる結果はつぎのことである。公共財の動学的最適

配分条件は，静学的な最適配分条件が各期において成立することである。これ

に対し，公共資本の最適蓄積条件は，同一の財が個人消費，民間投資および公

共投資のいずれにも用いられるとき，その財の生産，消費，民間投資および公

共投資について，それぞれの限界社会的貢献 (marginalsocial contribution) 

が互いに等しくなければならないというものである。また，これら二つの条件

を含む動学的最適配分条件は，一括課税を伴なう分権的競争経済において達成

される。

〔注〕 1) 公共財をこのように理解するとき．その生産過程は，生産関数

s=f(x, y) 

によって表現される。ここにベクトル X は各種可変的生産要素の組を，ベクトルy

は各種固定的生産要素の組，すなわち公共資本の組を，それぞれあらわす。

2 動学的最適配分

2.1 モデルの設定

公共財と公共資本を含む多期間資源配分問題を考察することがわれわれの課

題である。分析をより簡単にするために，以下では 0期と 1期とから成る 2期

間モデルを考えることにしよう。もちろん，本稿で得られる結果は容易に有限

多期間モデルの場合に拡張される。われわれが想定する社会は， 2人の個人

(a, b)から成り， 3つの生産単位 (a,/3, 7) が存在するような社会である。

この社会には各期において 3種類の私的財 (L,X, Y) と1種類の公共財だけ

しか存在しないと仮定しよう。ここに L財は本源的生産要素である。 X 財は

消費財としても中間財としても用いられる。また Y財は資本財として利用さ

れる一方で消費財としても用いられるとしよう。前節で触れたように，公共財

には，消費財および中間財の両方の用途をもつ生産・消費型公共財が想定され

ている。

消費者 i(i=a,b)は異時的効用関数
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Ui= I:: Ui (月，xi,yi,sD,i=a,b・  ・(2..:.1) 
t=0,1 

をもつと仮定する。ここに， ELxL Ylおよびsiはそれぞれ t期における消

費者 iの L財供給量， X財消費量， Y財消費量および公共財消費量をあらわ

す。

3つの生産単位 (a,/3, ッ）はそれぞれ異なる財の生産をおこなう。生産単位

aは X 財生産者であり， L財 C£Vと公共財 CsDを可変的生産要素に， Y財

(Yn を固定的生産要素にして X 財 (x~) を産出する。生産単位 8 は Y 財の

生産者である。そこでは， L財（終）， X財(x1)および公共財 CsVの3つの可

変的生産要素から Y財 (yf)が生産される。さいごに，生産単位ッは公共財

の生産をおこなうと仮定される。生産単位ッは固定的生産要素としてのY財

(YDと可変的生産要素としての L財（昇）および X財 CxDとを投入するこ

とによって，公共財 CsDを供給する。これら 3つの生産単位はそれぞれつぎ

のような生産関数をもつと仮定しよう。
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(2-2) 

YfおよびY1はともに Y財から成る資本ストックであるが，とくに， Ytは生

産単位 aの所有する民間資本，Y1は生産単位ッに蓄積されている公共資本

とみなすことができる。われわれは Y侶およびyzを所与と仮定する。Yfおよ

び y~ はそれぞれ

Yi=Yo+Yo, 

Y~=Yb+Yb 

によってあらわされる。ここに Yoは0期に生産単位 a がおこなう民間投資

である。同様に Ybは生産単位ッによって 0期におこなわれる公共投資に他

ならない。

L財， X財および Y財は私的財であるので，つぎのような需給均等式が満

たされなければならない。

工月=~ 且， t=0,1,
i=a,b j=a,{J, ッ〕
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Xi=~xf +~xL t=O, 1, 
i=a,b i=P,'Y 

yか=~Y& 十 ~yJ,
(2-3) 

i=a, b l =a,'f 

Yi= I: y{. 
1=a 
＇ 
b 

一方，公共財については，

sf =S~=S~=sr =Sも t=0,1 (2-4) 

が成立していなければならない。本稿では生産・消費型公共財を想定している

が，公共消費財の場合には， (2-4)を

Si =si=st t=0,1 

に，公共生産財の場合には

sf =si=sL t=0,1 

に， それぞれ修正すればよい。

2.2 社会的厚生最大化

われわれは，完全制御経済を想定し， そのような経済における動学的最適資

源配分条件を求めたい。社会的厚生関数を

W=W(Ua, Uり (2-5) 

とおくことにしよう。このとき， われわれの問題は， (2-1), (2-2) , (2-3)お

よび (2-4)を制約条件として， (2-5)を最大にすることである。 Lagrangianは

つぎのようになる。

A=W(~Uf(Pf, xf, yf, nC且， Xし YD),~UH絆， xt Yt 
t=0,1 t=0,1 

fi (昇， Xi,YD) J 

直，ft[ふ月一斤aい］
+t五，tt[rtC打， Yt,n (£L xL YD)一 :Exiー :Ex{ 

i=a,b j=/3,,y J 

+7Jo [月（鯰， xg,nc鯰， Xb,Yb))一 :EYbー :EY6 
i=a, b +~,[月（月， x!, fl(月， x[,YDパぶ叫_,-.• , J 

ここに入ぃ μ,t,7Jt (t=O, 1)はLagrange乗数をあらわす。手段変数は，£LxL 
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YL£L x1, xI, yg, YbCi=a,b; j=a, /3,ry; t=0,1)の24個である。

はつぎのように書き出すことができる。

1階の条件

Wi 
叫
祝i+i¥t=O, 

Wi 
剛
如
・一μ,t=O,

Wi 
叫
如

• 一1)t=0, 

叫
-i¥, 心 ta£r =O, 

明
臼 Yi―r;o=O,

唄
-i¥, 叶 r;ta月=0,

組
-μ, 叶 1)tax~=0, 

i=a,b; t=0,1, 

i=a,b; t=O,l, 

i=a,b; t=O,l, 

t=0,1, 

t=0,1, 

t=0,1, 

(I:; w au t afi a£~an 
i=a, b i口十/Ltasiサ tas~) a昇―A.t=0, t=0,1, 

（エ W1au t afi a£~an 
i=a,b ・ロ十μ国臼t函け axf―μt=O, t=0,1, 

（エ Wiau i afi af { af f i=a, b asi + /J,l asi + "YJl as{) aYi―"YJo=O. 

(2-6-1) 

(2-6-2) 

(2-6-3) 

(2-7-1) 

(2-7-2) 

(2-8-1) 

(2-8-2) 

(2-9-1) 

(2-9-2) 

(2-9-3) 

ただし， Wi===BW/BUi(i=a,b)である。 (2-6)は消費者iの変数についての条

件である。また， (2-7),(2-8)および (2-9)はそれぞれ生産単位 a,/3, "Iの

変数に関する条件である。

2.3 公共財と公共資本の最適配分

われわれは，上記の条件を整理することによってつぎのような式を得る。

W a aU~/8£~aU~/ax~aU~/ay~ 
Wb = auua記 auuax;= auuay;'t=0,1, 

叩 ;ax; au~/ax~1 a月 /ax~- =- = = = 叩 /axf
罰;a昇 au~/硝叩;a昇 atua昇 atf/a且'

t=0,1, 

畠悶＝―悶＼悶~at:l)昭, t~0,1, . l (2-11) 
(2-10) 



-auuasi→ _ 8U¥/8s¥Sft/Sst 眼/as し~= 1 ＋＋  
auua代 SU¥/8£¥aft/8£t Sf~;a昇叩;a且'

t=0,1, 

_ aui /asr _ au~/8s~aft + a月/8sし 1＋ 
auuaxi au~;axf 8 St 8£Uex~8fi/8xt' t=0,1. 
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(2-12) 

(2-10)と(2-11)は (2-6), (2-7-1)および (2-8)から導かれている。また，

(2-12)は(2-9-1),(2-9-2), (2-6-1), (2-6-2), (2-7-1)および (2-8)から

得られる。 (2-10)は，各消費者の社会的重要度の比が限界効用比に等しいこと

を要求している。 (2-11)は私的財の配分に関する条件で，各消費者の限界代

替率および各生産単位の技術的限界代替率がそれぞれ互いに等しくなければな

らないことを意味する。また， (2-12)は公共財の最適供給条件である。 これ

は，公共財と私的財に関して，各消費者の限界代替率および公共財を使用する

生産単位の技術的限界代替率の和が，公共財生産単位の技術的限界代替率に等

しいことを要求する。 (2-10) , (2-11)および (2-12)は，生産・消費型公共
... 

財を含む静学的最適配分条件1) に類似している。上に示された条件とそれとの

相違点は， (2-10), (2-11)および (2-12)が時間を含んでいることにある。

動学的最適配分のためには，静学的条件が各期においてみたされていなければ

ならない。

動学的最適配分のための条件はこれだけではない。各期に (2-10),(2-11) 

および (2-12)が成立すると同時に，以下に示す投資条件もまた満足されなけ

ればならない。 (2-6-3)と(2-7-2)より， 民間投資に関する条件

明 aua aus 
刀o=μ1 aYi = Wa 而t=Wb 忍〗 (2-13) 

を得る。 ここで， 'Yjt=BW*/ayf, μ,t =BW*/Bxf, および Yf=四+ygである

ことが注意されるべきである。この条件式は， 0期における Y財生産， Y財

民間投資および Y 財消費の限界社会的貢献 (marginalsocial contribution) 

がそれぞれ互いに等しいことを要求するものである。 (2-13)に (2-6-2)を考

慮すれば，

afi aug;ayg aus/ayg 
＝＝  
aYi auuaxt aU~/ax~ 

(2-14) 

すなわち， 1期 X 財生産における 0期 Y 財民間投資の限界生産力は，各消
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費者の 1期 X 財消費と 0期 Y 財消費のあいだの異時的限界代替率に等しく

なければならない。

公共投資に関する条件は (2-9-3)によって与えられる。

項は，公共投資が公共財供給量の変化をつうじて消費者 a,bの効用や生産単

位 a,(3の生産に及ぼす効果を社会的厚生の観点から評価したものである。ゎ

この項を，公共投資の限界社会的貢献と呼ぶことができる。

って (2-9-3)は，最適状態では0期Y財公共投資の限界社会的貢献が0期Y

財生産の限界社会的貢献に等しくなければならないことを示す条件であると解

この式の左辺第 1

れわれは， したが

釈される。 (2-9-3)に (2-13)を結合すれば，

件を得る。すなわち，

われわれはつぎのような投資条

（エ Wiauf afi aff an afi 
i=a, b 8s i +μl 8si +'YJl 8sf)評 1=no=μ1 8Yi 

8U8 8U8 
= W a 8y8 = W b 8y8 . (2-15) 

これは， 0期における Y 財公共投資， Y財生産， Y財民間投資および Y財

消費について， それぞれの限界社会的貢献が互いに等しくなければならないこ

とを要求する条件である。 (2-15)で，

民間投資のそれとの均等を求める条件

とくに，公共投資の限界社会的貢献と

(~wi 8Ui a月 a£{ an 8fi 
i=a, b 8s iザ 1可+ni asf)aYi→ 1 8Yi 

は，最適成長論の手法を用いた新古典派公共投資論の結果に対応している尻

(2-9-3)と (2-13)より

auuasi au~;as~afi/asi + + +'71 
aug;ayg au3/ay3 afi/aYi'Y/o 

aff = 1 
asf afUaYi 

(2-16) 

を得る。これは 0期の公共財と，消費財および資本財の両方の用途をもつ 0期

Y財とに関する条件で，各消費者の異時的限界代替率と公共財を投入物として

用いる生産単位の技術的限界代替率との和が公共財生産単位の技術的限界代替

率に等しくなければならないことを要求している。

(2-9-3)に関してわれわれがおこなった解釈は， (2-9-1)や (2-9-2)につい

ても同様になされる。たとえば， (2-9-1)に (2-6-1),(2-7-1), (2-8-1)を考
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慮することによって，

（エ wiaut afi af~afi aui 
i =a, b as t + fl, 国 丑tasf)訳―=-Wa両

au~atr at~ 
= -W b 8£~= fl, t面r='Yjt面f• t=O, 1 

を得るが，

のL財投入について，

これは，各消費者 (a,b)の L財供給および各生産単位 (a,(3, ッ）

それぞれの限界社会的貢献が互いに等しいことを求める

条件にはほかならない。

〔注〕 1) 2.1で提示したモデルから時間的要素を取り除き， 固定的生産要素を考慮しな

ければ，上と同様の手続きによって，静学的最適配分条件が導かれる。

2) Arrow and Kurz 〔幻 pp.130-133および拙稿〔1〕を参照されたい。

3
 
競争経済と最適配分

3.1 異時点間の分権的最適化行動

前節では，完全制御経済の想定の下に，社会的厚生を最大にするための動学

的資源配分条件が導かれた。本節の課題は，前節で得られた動学的資源配分が

以下にみるような分権的競争経済において達成されることを示すことにある。

まず，各経済単位の異時点間にわたる分権的最適化行動を記述することにしよ

゜
ぶ
ノ

消費者 iの最適化行動は，予算制約

:E 
1 

t=o,1 (1 +r) 
t (ptxi +qtYi +Ti-wtfD =O, 

の下に，効用関数 (2-1)を最大にすることである。ここに Pt,qtおよび Wt

i=a, b 

はそれぞれ X 財， Y財および L財の t期における価格をあらわす。また r

は利子率である。 Tlは消費者 iに対する t期の一括税を示している。 1階の

条件は， 上式を手段変数凡xiおよび Yiで微分しゼロに等しくおくことに

よってつぎのように得られる。

au: . 
--μ,1 1 
叫 (1+r) t 

Wt=O, t=O, 1, (3-1-1) 
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t=O, 1, 

t=O, 1. 

(3-1-2) 

(3-1-3) 

一方，生産単位の最適化行動はどのようなものであろうか。各生産単位はい

ずれも利潤最大化行動をとると仮定しよう。各生産単位の利潤はつぎのように

書くことができる。

1 だ＝ふ (l+r) t (Ptft (打， Yi,si)-wtfi-T月―q嘉，

1 砂＝ふ (l+r)t(qtf{(月，xLsD-w讚ーPtX{ —叫，

が=~
1 

t =0,1 
(l+r)t(h出（且， xLYり）一W直ーPtX~J-q。Yb

ここに htは t期の公共財価格である。生産単位 a およびf3は，公共財を使

用するので，一括税 T~ および Tfをそれぞれ支払わなければならない。生産

単位 aは昇と y名を手段変数にして利潤がを最大化する。

1 a£; 
(1 +r) t (Pt訂f―Wt)=0, t=O, 1, 

1 8fi 
戸 P1的―q。=O

1階の条件は，

(3-2-1) 

(3-2-2) 

となる。他方，生産単位 Bの手段変数は終と xfである。利潤冗8の最大化

のための 1階の条件は，

1 (af~ 
(l+r)t Qt睛―Wt)=O, 

1 (ar~ 
(l+r)t Qt薗―Pt)=0, 

1 an 
(l+r)t (ht a且―Wt)=O,

(1此 (h嘉—Pt)=O, 

t=O, 1, 

t=O, 1. 

(3-3-1) 

(3-3-2) 

また，昇，XiおよびY6を手段変数としてもつ生産単位ッの 1階の条件は

t=O, I, 

t=O, 1, 

(3-4-1) 

(3-4-2) 
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1 h直し
1 +r ayr 

q。=0
1 

(3-4-3) 

である。

さいごに，われわれは，税を徴収し， それを資金源に生産単位ッから公共

財を購入して社会に無料で提供する経済単位を想定しなければならない。われ

われは，政府がこのような役割を担うものと考えよう。そして，政府の目的関

数は社会的厚生関数 (2-5)であると仮定する。政府の予算制約は

~ 
1 

t=o,1 (1 +r) t (htsいふ四ーふTt)=o
と書くことができる。ここに sfは政府によって無料提供される公共財の量を

あらわす1)。政府の最適化は，予算制約式，間接効用関数，間接利潤関数およ

び sy= s1 =s~= s~= s1 (t=O, 1)の下に (2-5)を最大にすることである尻

Lagrangianはつぎのようになる。

A=W旦，1国（昇， xtytsnt母lUH昨， xtYt sf) J 

+ga{母，1c11r)t 〔ptfiC£i,Yi, sD-wtfi-TiJ -q。Yo-冗a}

叫品 o1炉〔qtff (月， xLsf)-wdf-PtX~ 誓〕―叫

+0エ 1 t=o,1 (1 +r) t (b王ぶT!-j=~PTl). 
ただし，和，秤および 0は Lagrange乗数である。 1階の条件は，手段変数

sf, T}および Ti(i=a,b; j= a,(3; t=O, 1)で微分しゼロに等しくおくことに

よってつぎのように得られる。

aui 1 afi 
~Wi―—＋どa +押

1 Sf~1 
i=a,b as{ (1 +r) t Pt函f てl+r)tqt函f+0(1 +r) t ht =0, 

゜
゜

t=O, 1, (3-5-1) 

1 1 . 
(1 +r) t -Wi炉 (1 +r) t =O, 1=a, b; t=O, 1, 

1 +gi 1 . 
(l+r)t (l+r)t -0, J=a, (3; t=O, 1. 

(3-5-2) 

(3-5-3) 

〔注〕 1) したがってまた， s~ は，公共財生産単位ッに対する政府の公共財需要量で
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もある。

2) 本稿では，政府と公共財生産単位ッとを別個の経済単位として取り扱ってい

る。これらを同一の経済単位とみなしても，すなわち，政府が公共財の生産を直接お

こなうと考えても，そこから引き出される結果は同じである。

3.2 動学的最適配分の達成

(2-10), (2-11), (2-12), (2-14)および (2-16)動学的最適配分条件は，

であった。われわれは， これらの条件が各経済単位の主体的最適条件によって

満足されることを示したい1)。

(3-5-1)は (3-4)を用いることによって，

(:E W1 aui -~-+仔
1 8fi 
t Pt――-+押

1 af~af~ 
i=a,b 8s} (1 +r). 8St (1 +r) t qt 8sf)詞

1 
=-0 (l+r)t Wt, t=O, I, (3-6-1) 

(I:: Wi aui ＋腔 1 afr 1 af~an 
i=a, b 恥ー (l+r)t Pt面―十押 (1+ r) t qt as~)訊―

t=O, 1 ＝一°
1 
(l+r)tP 

（エ W1auf・ i=a. b 8s i 
十和
1 8fi 1 a£~an —―戸詑1匂＋押l+rq言叩)=-0q。

となる。これらの条件式はそれぞれ前節の (2-9-1), (2-9-2)および

(3-6-2) 

(3-6-3) 

(2-9-3) 

に対応するものである。 (3-5-2),(3-5-3), (3-1-3)および (3-2-2)より

aug・au3 a.fa 
-0q。=Wa而r=Wbay~=腔 1 1 

戸詑1aYi=秤q。 (3-7) 

を得るが，これは前節の (2-13)に対応する。

を (3-6-3)に適用すると，

したがって， たとえば， (3-7) 

(:E Wi au1 十和 1 afi 1 a月 an
i=a, b 8s i 戸 P国王予1闊）叩

aut 1 afi 
=Wi町＝腔戸詑18Yi=肝q。• (3-8) 

この式は， 公共投資の限界

社会的貢献が，生産，消費，民間投資のそれぞれの限界社会的貢献に互いに等

ここに和=BW*/an:a,ff3=BW*/a註であるから，
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しいことを意味している。それゆえ， (3-8)は， (2-15)に対応する条件式で

ある。

われわれは， (3-6-3)と (3-7)より (2-16)を得ることができる。 (2-12)

もまた同様にして導かれる。 (2-14)は， (3-7), (3-1-2), (3-5-2) および

(3-5-3)より，いまの場合にも成立しなければならないことがわかる。また，

(2-10)と (2-11)は， (3-1), (3-2-1), (3-3), (3-5-2)および (3-5-3)よ

りその成立が容易に確かめられる。

以上で，われわれは，政府が公共財の無料提供のために一括税を課すような

分権的競争経済において，第2節で明示した動学的最適資源配分が達成される

ことを示すことができた。

〔注〕 1) 以下では，競争均衡の存在を仮定し，競争均衡における各経済主体の最適条件

の性質を検討する。

4 むすび

Samuelson 〔欧 〔9〕, 〔10〕に代表される公共財の理論は，公共財という

サービスを産み出す固定的要素をまったく考慮せずに，静学的なモデルによっ

て，公共財の最適供給条件を導いた。これに対して， Arrow⑫〕に代表され

る新古典派の公共投資論は，公共財というサービスに言及することなく，もっ

ばら公共資本の最適蓄積条件に注目した。このように，従来の分析では，公共

財と公共資本とは別々に切り離されて取り扱われている。しかしながら，第 1

節で詳細に述べたように，公共財と公共資本は，生産物と生産要素の関係にあ

ると考えられる。すなわち，公共財は，公共資本という固定的生産要素に労働

等の可変的生産要素を結合することによってもたらされる生産物にほかならな

い。そこで，われわれは，公共財と公共資本のあいだのこのような関係を明示

的に取り上げ，公共資本の変化を許す動学モデルによって，公共財と公共資本

の最適配分条件に関する分析を試みた。

われわれが本稿での分析によって得た結論は，以下のように要約される。ま

ず，公共財の動学的最適条件は，各期において静学的条件が成立することであ
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った。これに対し，公共資本の最適蓄積条件，すなわち公共投資の最適条件は，

ある財が個人消費，民間投資および公共投資のいずれにも使用されるとき，そ

の財の生産，消費，民間投資および公共投資に関する限界社会的貢献がそれぞ

れ互いに等しいというものである。さらに，これらの条件を含む動学的最適配

分条件は，一括課税を伴なう分権的競争経済において達成される。
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